
（彰 製造業における雇用状況（障害種別）  

注 1（1）②の黄と同じ   



注1   

障害者の数とは、次に掲げる者の合計である。  

一昭和62年  

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）  

昭和63年→平成4年  

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）  

知的障害者  

平成5年～平成17年  

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、  

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）、  

重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者  

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、  

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）、  

精神障害者、  

重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である短時間労働者  
（精神障害者である短時間労働者は0．5カウント）  

注2  

（）内は、それぞれ制度改正前の前年度と同じ方法により計算した数値である。   



5）障害者不足数階級別の法定雇用率未達成企  

①法定雇用率  
②不足数  ③障害者の  

区分   未達成企業  
の数  数が0人で ある企業数    0．5人又は1  人  1．5人又は2人  2．5人又は3人  3．5人又は4人  4．5人以上 9人以下  9．5人以上 20人以下  20．5人以上 50人以下  50．5人以上   

規模計   39ノは7  2■．8引   8．487   乙陀○   1．即7   1ヱ88   228   58  9  

（100．仇）  （63．0％）  （21．5％）   （7・4％）   （4．0‰）   （3二2％）   （0．6％）   （0．川）  （0，0％）   

56－99人   15．101   15．‖‖  15．12l  
（100．0％）  （100．0％）  （99．6％）   

100－299人   118   9．的8  
（2．4％）   （55．7％）   

300－499人   3．235   828   l＝8   8丁3   580   3ユ8  190  
（100．0％）  （25．5％）  （25，3％）  （20．8％）  （17．9％）  （10．4％）  （5．9％）   

500－999人   乙之55   481   41  ヰ77  ヰ川  40ユ  ヰヰ0  48         （100．0％）  （21．3％）  （21．2％）  （1臥4％）  （17．9鶏）  （19．5％）  （1．8％）  （1．8％）   

1，000人   1．■15   187   183   102   1p8   ヰ21   18さ   59  ○  ヰ   
以上  （100．0％）  （12．9％）  （13．4％）  （13．3％）  （13．6％）  （29．川）  （13．0％）   （4．川）  （0．6幻  （0．3％）   

注1 上段は企業数、下段は当核企業規模階級内における構成比。   
2 ②欄の「不足数」とは、法定雇用率を遠戚するために、現在の雇用障害者数に加えて雇用しなければならない障害者の数である。   



（6）都道府県別の莫雇用率等の状況  

注1都道府県別の状況は、①～③欄については、企業の主たる事務所（特例子会社及び関係会社特例の認定を受けている企業にあっては、その親会社の主たる事  
務所）が所在する都道府県において、集計したものである。  

2「（参考）事業所所在地による集計」は、事業所（雇用保険適用事業所）単位にその所在する都道府県において集計したものである。  

（参考）事業所所在  
都道府県名   

（D実雇用率  （対前年増減）  ②法定雇用率達成 企業の割合  （対前年増減）  ③法定雇用率達成企業の数   地による集計の実雇 用率  （対前年増減）   

全国   1．63   0．04   45．5   0．6   32．891 ／   72．328   1．63   0．04   

北海道   1，77   0．03   49．7   0．2   1．278  ／  2，572   1．80   0．03   

青森   1．65   0．08   44．2   1．6   292  ／  661   1．61   0．04   

岩手   1．78   0．04   51．2   2．5   370  ／  723   1．75   0．02   

宮城   1．57   △0．01   45．2   △0．2   50（； ／  1，119   1．60   0．02   

秋田   1．53   0．02   51．4   △0．7   290  ／  564   1．56   0．05   

山形   1．56   0．05   52．6   2．7   373  ／  709   1．58   0．07   

福島   1．56   0．02   45．3   1．0   474  ／  1，046   1．55   0．03   

茨城   1．54   0．00   50．7   △1．1   560  ／  1，105   1．59   △0．02   

栃木   1．54   0，06   47．3   4．0   390  ／  824   1．60   0．05   

群馬   1．56   0．06   47．0   △0．4   469  ／  997   1、60   仇02   

埼玉   1．54   0．04   41．6   0．6   886  ／  2，128   1．63   0，05   

千葉   1．53   0．01   48．2   0．5   773  ／  1，603   1．61   0．05   

東京   1．56   0．05   31．1   1．2   5，040  ／   16．189   1．47   0．06   

神奈川   1．57   0．08   43．5   0．5   1，468  ／  3．376   1．75   0．04   

新潟   1．55   0．01   48．3   △0．3   667  ／  1，380   1，56   △0．01   

富山   1．67   0．01   60．2   0．8   480  ／  798   1．67   0．02   

石川   1．60   △0．02   50．7   △1．0   397  ／  783   1．65   △0．04   

福井   2．25   0．23   55．8   2．2   306  ／  548   2．22   0．24   

山梨   1．61   0．09   51．3   3．9   220  ／  429   1．64   0．07   

長野   1．72   0．03   54．9   △1．8   667  ／  1，216   1．75   0．05   

岐阜   1．69   0．01   53．8   △0．3   1，094   1．73   0．03   

静岡   1．65   0．02   49．2   △0．5   589  ／                   1．Og3  ／  2，202   1．67   0．03   

愛知   1．57   0．04   43．1   1．4   1．939  ／  4，501   1．56   0．03   

三重   1．50   0．01   48．7   △1．5   40（〉  ／  821   1．58   0．03   

滋賀   1．67   0．02   55，8   1．6   322  ／  577   1．74   0．01   

京都   1．77   0．01   47．5   △0．5   653  ／  1，376   1．75   0．01   

大阪   1．60   0．01   42．9   0．1   2，619  ／  6．100   1．62   0．03   

兵庫   1．76   0．00   54．4   △0．5   1，361  ／  2，502   1．83   0．02   

奈良   2．00   0．15   57．7   2．6   235  ／  407   2．06   0．09   

和歌山   2．02   0．04   59．6   6．1   242  ／  406   2．13   0．03   

鳥取   1．78   0．00   59．0   △1．5   206  ／  349   1．78   0．05   

島根   1．78   0．00   63．7   1．3   258  ／  405   1．77   0．01   

岡山   1．79   0．00   54．3   △1．1   584  ／  1，075   1．77   △0．04   

広島   1．77   0．07   49．1   0．8   837  ／  1，705   1．75   0．07   

山口   2．22   0．00   54，7   △0．1   373  ／  68Z   2．17   0．00   

徳鳥   1．61   0．08   52．8   5．6   181  ／  343   1．62   D．07   

香川   1．72   0．05   59．4   1．1   369  ／  621   1．76   0．02   

愛嬢   1，66   0．01   52．3   △2．2   381 ／  728   1．68   0．00   

高知   1．75   0．08   57．3   4．5   212  ／  370   1，86   0．1Z   

福岡   1．70   0．04   50．7   △0．8   1．359  ／  2，680   1．71   0．01   

佐架   2，13   0、00   70．6   △0．3   31き ／  445  2．05   △0．02   

長崎   2．07   0．06   59．4   1．4   404  ／  680   2．19   0．06   

熊本   2．00   0．09   58．0   1．6   529  ／  912   2．04   0．1l   

大分   2．15   △0．05   60．2   △2．4   343  ／  570   2．59   △0．01   

宮崎   2．01   0．04   65．1   1，8   355  ／  545   2．01   △0．19   

鹿児島   1．95   0．06   59．3   0．8   501 ／  845   1．g6   0．05   

沖縄   1．82   0．13   54．5   6．4   336  ／  617   1．81   0．12  



（7）特例子会社の状況   
①概況  

小  ②  Q）障害者の数  
特例子会社救   法定雇用障害者数         B．温度身体障1c．重度以外の！P．精神障害者    萱E．計  

区分  の算定の基礎とな る労働者数  害者及び重度 知的障宵者  撃闊観で諾間  
働者 

I l  l  

社  人  

hj 

人  人  l 人  

265  12．570  
特例子会社  …ユー8－8     …－3．306．0 ‖         150・0 ‖  

（  242）  （ 11，476）  （ 4．302）  （ 62）童（3・274）   （  41．0）  ‖ i（11，960．6）   
注1（1）①の表と同じ  

※ 本表は、親会社分を含まない、特例子会社分のみの集計である。  

② 障害種別雇用状況  

G）  Q）身体腫害者の数  （沙知的障害者の数  包）精神障害者の   数  

障害者の数                     b．虫座身体  c．重度以外の  e．計  且．重度知的障  b．重度知的  c．重度以外の  e．計  c．精神障害者  d．精神障害者  
害者   障害者である  障害者である  である短時間  

区分  短時間労働者   短時間労働者   労働者  

人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  

特例子会社    13．306．0  3．049  33    】．339    7．4TO  l．64丁  38    2．146    5．478  333    5D．0  
（1l．960．6）  （ 2．911）  （  3t）  （l．254）  （ 7．107）  （l，39】）  （  31）  （ t．799）  （ 4，612）  （  221）  （ 4l，0）  

注1（1）②の裁と同じ  

※ 本熟ま、親会社分を含まない、特例子会社分のみの集計である。  

（参考）平成21年10月末現在の状況   

○ 特例子会社数  271社   

○ グループ適用を受けているグループ数  115グループ  ◎「特例子会社」制度とは  

障害者雇用率制度においては、障害者の雇用機会の確保（法定雇用率＝1．8％）は個々の事  
業主（企業）ごとに義務づけられている。   

その特例である「特例子会社」制度は、障害者の雇用の促進及び安定を図るため、事業主が  
障害者の雇用に特別の配慮をした子会社を設立し、一定の要件を満たす場合には、その子会社  

に雇用されている労働者を親会社に雇用されているものとみなして、実雇用率を算定できるこ  
ととしている。   



2 国、地方公共団体における在職状況  

（1）国の機関（法定雇用率2．1％）   
①概況  

② 障害種別在職状況  

〔2（1）（D表の注〕   

注1②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧  
除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。  

2 ③A欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、1人を2人に相当するものとしており、E欄の計  
を算出するに当たりダブルカウントを行い、D欄の「精神障害者である短時間障害者」については法律上、1人を0．5人に  
相当する者としており、E欄の計を算出するに当たり0．5カウントとしている。  

3 A、C欄は1週間の所定労働時間が30時間以上の職員である。B、D欄は1週間の所定労働時間が20時間以上30時  
間未満の職員である。  

4 F欄の「うち新規雇用分」は平成20年6月2日から平成21年6月1日までの1年間に新規に雇い入れられた障害者数で  
ある。  

5（）内は平成20年6月1日現在の数値である。  
なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。  

〔2（1）（診表の注〕  

注1①欄の「障害者の数」とは②③④のe欄の計である。   

2②③a欄の重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとしており、e欄の計を算出   
するに当たりダブルカウントとしている。   

3④d欄の精神障害者である短時間職員については法律上、1人を仇5人に相当するものとしてお   
り、eヰ闘を算出するに当たり0．5カウントとしている。   

4②③のa欄及び⑥のc欄は1週間の所定労働時間が30時間以上の職員であり、②③のb欄及び   
④のd棚は1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の職員である。   

5②③④f棚の「うち新規雇用分」は平成20年6月2日から平成21年6月1日までの1年間に新規に  
雇い入れられた障害者数である。   

6（）内は平成20年6月1日現在の数値である。  
なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。   



（2）都道府県の機関（法定雇用蜜2．1％）   

① 概況  

注 2（1）①の表と同じ  

②障害種別在職状況  

注 2（1〉②の表と同じ   



イ3）市町村の機関（法定雇用 垂2．1％）   
① 概況  

Q）  （封 障害者の数  包）  ⑤  （夢  

機関数   法定雇用障害者  実雇用率   法定雇用率   法定雇用  
．    数の算定の基礎と  障害者及び  

区分   ．‡ ぎ用分  100  数   関の割合   
書者  ． 

宣耕具   l  

‖   l  l  

機関  人  人  人   人  人  人  人   ％   機関   ％  

2．448  946．950  
市町村の機関  ‖  

（粥2．319）  

注 2（l）（Dの表と同じ  

② 障害種別在職状況  
②身体障害者の数  ③知的障害者の数  ④精神障害者の数  

障害者の数                  a．重度身体障   b．重度身体   且．重度知的陣  c．精神畔害者  d．精神障害者  

区分   
害者  障害者である   障害者である   である短時間勤  

短時間勤務職  用分  短時間勤務職  用分  務職員  
且   且   

用分   

人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  

丁95  市町村の機関    22．朋7．5  ち．7ZO   皿    10．133    21．734  25  16   297   363  70  309    23．0    320．5  38．5  

（22．397．0）  （ 5．670）  （ 142）  （10，344）  （21．826）  （  779）  （  26）  （  18）  （  253）  （  323）  （  95）  （  242）  （ 12．0）  （ 24B．0）  （ 19．0）   

注 2（1）②の表と同じ   



4）法定雇用峯2．0％が；  
① 概況  

享県等の教育委員会（法定雇用率2．0％  

団  Q）  （3）障害者の数  （妙  （封  （9  
実雇用率   法定雇用率   法定雇用  

区分  機関数   法定雇用障害者                          A．重度身体  iB．重度身体障   C．重度以外   D．棉神 である短 勤務埴  障害者■E．計     数の算定の基礎と   障害者及び  尊者及び重度       買寺間告…吉・‡B十C＋  数  閑の割合   

！ l  F‾亨 

霊紆 
機関  人  人  人  ％  機関  ％  

計  138  634．1粥     2．935  叫．‡  68人   4．983      人ぎ  人 0・○≡10，921・0  l  1525．0    1，72  l                         （ 141）  （  645．933）   （ 2．8ZO）  l（  64）   （ 4．755）    0・0）ト0朋0  （ 433．0）  （1．62）  （  78）  （55．3）   

注 2（1）①の表と同じ  

② 障害種別在職状況  

注 2（1）②の発と同じ   



3 独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2．1％）  

ぴ  団  （劫 障写看の数  包）  喧）  ⑥  
実雇用率   法定雇用率   法定雇用  法人数   法定雇用障害者                      A．重度身体≡B．重度身体   ；c．重度以外iD．精神障害iE．計    数の算定の基礎  障害者及び≡経書者及び   ．の身体障害  …着である短：AX2＋B＋C   F．うち新顔甫‾  E÷②×  達成法人の数  率達成法    となる労働者数  重度知的陣  

区分  王重度知的障  100  人の割合   
害者   愕看である   

：短時間労働  

匝   ‖   ‖ ‖   

法人  人  人  人  人  人  人  人  ％   法人   ％  

243  
王  

計  
251．758           ‖    篭18・0  709．5  2．11   17丁  72－8  

（ 248）  （ 243，297）  （1．326）  ‖ t（45）  璽（2．298）  ！（9．0）‡（4，999．5）    （ 740．5）  （ 2．05）  （ 181）  （73．0）   

江1（1）（Dの表と同じ  

②障害種別雇用状況  

※「独立行政法人等」とは、障害者の雇用の促進等に関ナる法律施行令別表第2の第1号から第7号まで、「地方独立行政法人等」とは、同令別表第2の第8号から第9号までの法人を指す。   




